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１．研究の目的と背景 

 レーザ加熱による熱歪みを利用して材料を曲げる加工

技術が，レーザ・フォーミングとして提案された 1)．その

後，レーザ・フォーミングについて研究報告 2)～4)が行われ，

IT 産業では，間隔調整のための曲げ 5)6) 等が実用化され

ている． 

筆者らは，レーザ・フォーミングの研究において，厚さ

2.9mmのステンレス鋼板の曲げ加工技術を開発し，外径216 

mm，厚さ2.9mmのステンレス鋼管の縮管に成功した7) ．これ

らは，レーザ加熱によって部材内部に温度勾配が発生するこ

とにともなう熱膨張と自己冷却にともなう収縮差に起因す

るものであると考えられる． 

前報では，この薄肉ステンレス鋼管のレーザ加熱による収

縮変形現象を，実用的な寸法のステンレス鋼管とステンレス

鋼棒の嵌合に適用し，ステンレス鋼棒が挿入されたときのス

テンレス鋼管の変形挙動について検討し，母材強度とほぼ同

等の接合強度が得られる条件を明らかにした8) ． 

機械部品としての軸の高機能化とコスト低減という観点

から，耐熱性や耐食性の必要な部分だけ高価な材料を用いて

他の部分は安価な材料とすることがよく行われており，本技

術の発展には異種材料の接合の可否についても検討する必

要がある．従来技術としては，圧入，溶接ならびに摩擦圧接

による接合があるが，これらの引張強度は，母材強度まで達

していない． 

そこで，本報では熱特性が大いに異なり，軸の材料として

よく用いられるステンレス鋼管と炭素棒鋼の組み合わせに

おいて，レーザ加熱を利用した嵌合を試み，レーザ加熱回数
9)による嵌合部の形状変化，残留応力および接合強度を計測

することにより，異種材におけるレーザ加熱の機構について

検討し，その接合特性について明らかにする． 

 

２．実験方法 

 2.1 試験片  

供試材は，固溶化熱処理を施した外径φ17.2mm，長さ

150mm のオーステナイト系継目無ステンレス鋼管

(SUS304)ならびに焼入れ焼もどし熱処理および研磨加工

を施した外径φ12.0f7    mm，算術平均粗さ Ra0.3μm，

長さ 150mm の機械構造用炭素鋼(S45CⒽ)を用いた．そして，

ステンレス鋼管の嵌合部を切削加工によりはめあいの寸

法のφ12.0H7  mm，算術平均粗さ Ra0.8μm に仕上げた．

実用的な嵌合技術を目指して，ステンレス鋼管と炭素鋼棒

の嵌合部は，一般的なすきまばめとして寸法差を 0.030mm

とした．また，レーザ加熱による軸方向の塑性変形率を調

べるため，ステンレス鋼管の表面には嵌合部端面から 5mm

間隔で 60mm の間，紫外レーザ加工装置の波長 355nm，出

力1Wのレーザビームを用いて円周方向に長さ10mmのケガ

キを行った．  

 2.2 レーザ加熱方法 

図 1 に試験片のレーザ加熱方法を示す．試験片は，ステ

ンレス鋼管に，炭素鋼棒を照射範囲と同じ 50mm 挿入し，

ステンレス鋼管表面にはレーザビームの吸収率改善のた

め，カーボンブラックを均一に塗布した．なお，照射範囲

外の部分は，レーザ光遮蔽のため，ステンレス鋼管を用い

て覆った． 

レーザ加熱は，CO2 レーザ加工装置を用いて，鋼管の内

径の塑性変形量が大きく，試験片表面が溶融しない条件 7) 

として，出力 1400W，ビーム径 20mm の TEM01 モードの CO2 

レーザビームを，焦点距離 190.5mm のレンズを用いた焦点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ レーザ加熱方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 引張試験 



はずしにより，ビーム径を 12mm に変換したものを用いた． 

レーザビームの移動速度を 2000mm/min，加熱するピッ

チを 3mm とするため，試験片の回転速度を 36.7rpm，レー

ザビームの軸方向の移動速度を 110mm/min とした．レーザ

ビームを試験片の軸方向に試験片手前の照射範囲外から

試験片の照射範囲の距離 50mm を超え試験片の照射範囲外

まで移動させて，レーザ加熱を 1回，2回，3回行った． 

 2.3 金属組織の観察 

レーザ加熱を行ったステンレス鋼管および炭素鋼棒の

金属組織の変化について，軸方向に切断し，断面を研磨し，

ステンレス鋼管については 50％に希釈した王水（塩酸：

硝酸=3：1）を用いて腐食を行い，炭素鋼については 5％

硝酸アルコール（硝酸：エチルアルコール=1：19）を用い

て腐食を行い，金属顕微鏡を用いて観察を行った． 

 2.4 塑性変形量の計測 

レーザ加熱を行ったステンレス鋼管の表面に付けたケ

ガキ線の位置における外径を計測し，計測した値とレーザ

加熱前の値との差を塑性変形量とした．また，ステンレス

鋼管のケガキ線の間隔を計測し，計測した値とレーザ加熱

前の値との差をレーザ加熱前の値で除して管軸方向の塑

性変形率とした．なお，外径の塑性変形量および軸方向の

塑性変形率は，同じ試験片 5本について加熱回数ごとに計

測を行った平均値であり，ケガキ線の位置ごとに外径は 8

回，軸方向は 180°回転させ 2回測定を行った． 

2.5 残留応力の計測 

レーザ加熱によるステンレス鋼管の汚れを取り，表面粗 

さの影響を低減するために，外周に電解研磨を行い，ブル

カー・エイエックス社製 X線残留応力測定機 D8 DISCOVER

を用いて，2 次元検出器による X 線残留応力測定を 10mm

間隔で行った． 

2.6 引張試験 

図 2 に嵌合した接合強度を調べるための引張試験を示

す．図に示すように，ステンレス鋼管の照射範囲から 50mm

の距離の点を一方の標点として，炭素鋼棒の重なっている

ところから 50mm の距離の点をもう一方の標点として，イ

ンストロン社製万能材料試験機 5982 および非接触伸び

計を用いて，引張速度 1mm/min で引張試験を行った．さら

に，レーザ加熱前のステンレス鋼管(SUS304)ならびに機械

構造用炭素鋼（S45CⒽ）について，標点間距離 50mm とし

て引張速度 1mm/min で引張試験を行った． 

 

３．実験結果 

3.1 金属組織 

レーザ加熱前およびレーザ加熱 1 回，2 回，3 回のレー

ザ加熱後のステンレス鋼管および炭素鋼棒を図 3(a)～

(d)に示す．図より，レーザ加熱後のステンレス鋼管は，

加熱した部分が黒く変色しており，ピッチ 3mm の送り模様

が認められる．加熱回数にしたがって，加熱した部分がよ

り黒く変色している． 

  レーザ加熱前およびレーザ加熱 3 回後のステンレス鋼

管および炭素鋼棒の断面の金属組織を図 4(a)～(d)に示

す．図より，レーザ加熱前後において金属組織に変化が認

められない．また，レーザ加熱後のステンレス鋼管の表面

近傍においても溶融の痕跡は認められない．なお，レーザ

加熱 1回，2回後のものにおいても金属組織に変化がなか

ったので，3回後のもののみを掲載する．レーザ加熱前後

のいずれにおいても，ステンレス鋼管はオーステナイト組

織，炭素棒鋼は微細パーライト組織のままであり，全くマ

ルテンサイト組織への変化は認められない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 レーザ加熱後の試験片 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 レーザ加熱後の試験片断面の金属組織 

 

 3.2 塑性変形量 

図 5に，レーザ加熱前のステンレス鋼管の端面からの距

離を示すケガキ線の位置におけるレーザ加熱を行い嵌合

したステンレス鋼管の外径の塑性変形量を示す．図より，

外径の塑性変形量は，レーザ加熱 1回において，端面では

塑性変形量が小さく，端面からの距離 40mm まで徐々に塑

性変形量が大きくなり，端面からの距離 40mm から 45mm

の範囲ではほぼ一定の約-0.018mm となる． 

レーザ加熱 2 回においては，照射範囲の両端を除けば，

外径の塑性変形量は，端面からの距離 10mm から 45mm の範

囲ではほぼ一定の約-0.018mm である． 

レーザ加熱 3回においては，外径の塑性変形量は，端面

からの距離 5mm から 25mm までの範囲ではレーザ加熱 2 回
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に比べて約 0.001mm 小さくなり，端面からの距離 30mm か

ら 35mm の範囲ではほぼ一定の約-0.018mm であり，端面か

らの距離40mmから45mmまでの範囲ではレーザ加熱2回に

比べて約 0.002mm 小さくなる．このことは，軸方向の塑性

変形率と関係し，炭素鋼棒にステンレス鋼管の内面が拘束

され，軸方向に収縮するために，外径の塑性変形量が小さ

くなると考えられる． 

いずれのレーザ加熱回数においても，照射範囲の両端

を除けば，外径の塑性変形量の最大値は，ほぼ一定の約

-0.018mm である．このことは，前報で示したようにステ

ンレス鋼管が収縮し，内径がすきまばめの寸法差の

-0.030mm に達し，棒と嵌合されると，内径の塑性変形が

抑制され一定になると同時に，管外径の塑性変形も抑制さ

れるためと考えられる． 

図 6に，端面からの距離と嵌合したステンレス鋼管の軸

方向の塑性変形率との関係を示す．図より，軸方向の塑性

変形率は，レーザ加熱 1回において，端面からの距離 0mm

から 20mm までの範囲では端面における約-0.07％から

徐々に小さくなり，端面からの距離 15mm から 35mm までの

範囲では，ほぼ 0％となり，端面からの距離 35mm から 40mm

までの範囲では約-0.03％に大きくなり，端面からの距離

40mm からの範囲では，ほぼ 0％となっている． 

レーザ加熱 2 回においては，軸方向の塑性変形率は，

端面からの距離 0mm から 15mm までの範囲では端面におけ

る約-0.27％から徐々に小さくなり約-0.05％となり，端面

からの距離 10mm から 25mm までの範囲では，約-0.05％と

なり，端面からの距離 25 mm から 30 mm までの範囲では約

-0.01％に小さくなり，端面からの距離 30mm から 40mm ま

での範囲では，徐々に大きくなり約-0.07％となり，端面

からの距離 40 mm から 50 mm までの範囲では，徐々に小さ

くなりほぼ 0％となっている． 

レーザ加熱 3 回においては，軸方向の塑性変形率は，

端面からの距離0mmから 30 mmまでの範囲では端面におけ

る約-0.30％から徐々に小さくなり約-0.03％となり，端面

からの距離 25 mm から 35 mm までの範囲では，約-0.03％

となり，端面からの距離 35mm から 40 mm までの範囲では

約-0.08％に大きくなり，端面からの距離 40mm から 50mm

までの範囲では，徐々に小さくなりほぼ 0％となっている． 

いずれのレーザ加熱回数においても，端面からの距離

0mm から 30 mm までの範囲では軸方向の塑性変形率は，最

大値から徐々に小さくなり，端面からの距離 25mm から

30mm までの範囲で最小値になり，端面からの距離 35mm か

ら40 mmまでの範囲では大きくなり，端面からの距離40 mm

から 50 mm までの範囲では，徐々に小さくなっている．ま

た，レーザ加熱回数の増加とともに，軸方向の塑性変形率

も増加している．このことは，端面近傍ではステンレス鋼

管が収縮するとき棒からの軸方向の塑性変形の抑制が少

ないためと考えられる．また，端面からの距離 35 mm から

40 mm までの範囲では，レーザ加熱の終点に近く，最高温

度となったステンレス鋼管が収縮するとき軸方向の塑性

変形が大きくなると考えられる． 

嵌合したステンレス鋼管の外径の塑性変形量と軸方向

の塑性変形率から，嵌合したステンレス鋼管の金属組織に

変化がなく，残留応力による体積の変化は微小であること

から，体積に変化がないと仮定し，炭素鋼棒の影響がない

と仮定して計算により内径の塑性変形量を求めた．図 7

に，ステンレス鋼管の端面からの距離と内径の塑性変形量

との関係を示す．図より，内径の塑性変形量は，レーザ加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 嵌合したステンレス鋼管の外径の塑性変形量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 嵌合したステンレス鋼管の軸方向の塑性変形率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 嵌合したステンレス鋼管の内径の塑性変形量 
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熱 1回において，端面からの距離 5mm から 30mm までの範

囲では徐々に大きくなり，端面からの距離 30mm から 45mm 

までの範囲では-0.025mm より大きくなり，ステンレス鋼

管が収縮し内径がすきまばめの寸法差の-0.030mm に近づ

き嵌合されている．レーザ加熱 2回，3回において，内径

の塑性変形量は，端面からの距離 5mm から 45 mm までの範

囲では-0.025mm より大きくなり，嵌合されていると考え

られる． 

 3.3 残留応力 

図 8に，嵌合したステンレス鋼管について，レーザ加熱

前のステンレス鋼管の端面からの距離を示すケガキ線の

位置における円周方向の残留応力を示す．図より，円周方

向の残留応力は，端面からの距離 5mm から 45mm までの範

囲ではほぼ一定の圧縮応力が生じており，レーザ加熱 1

回，2回，3回において，それぞれ約-225MPa，約-172MPa，

約-84MPa の圧縮応力が生じていることがわかる．また，

レーザ加熱回数にともなって残留応力が小さくなってい

ることがわかる．このことは，ステンレス鋼管に熱伝導率

の大きな炭素鋼棒が入ることにより，レーザ加熱 1回にお

いて，ステンレス鋼管の表面が加熱され膨張し，内面に向

かって熱伝導され膨張し，塑性変形をともないながら，内

径が収縮していく．そして，内径がすきまばめの寸法差の

-0.030mm に達し，熱伝導率がステンレス鋼の約 3 倍ある

炭素鋼棒に内面が接触すると急激に冷却される．内面から

表面に向かって冷却され，ステンレス鋼管の端面から内径

が大きくなり，表面と内面の温度差と表面の塑性変形が大

きいことにより，表面に大きな圧縮応力を生じる． 

レーザ加熱 2回において，内径と炭素鋼棒の寸法差は小

さく，ある範囲では嵌合しており，ステンレス鋼管の表面

が加熱され膨張し，塑性変形をともないながら，内径が収

縮し，炭素鋼棒に接触し冷却される．このときの表面の温

度がレーザ加熱 1回の温度よりも高く，冷却され収縮する

ことと表面の塑性変形が小さいことにより，ステンレス鋼

管表面の圧縮応力がレーザ加熱 1回より減少する． 

レーザ加熱 3回において，ステンレス鋼管内径と炭素鋼

棒は嵌合しており，ステンレス鋼管の表面が加熱され膨張

し，内面に向かって熱伝導され膨張するが，内面が嵌合さ

れ接触している炭素鋼棒で抑制され，つねに冷却される．

このときの表面の温度がレーザ加熱 2 回の温度よりも高

く，冷却され収縮することと表面の塑性変形がさらに小さ

いことにより，ステンレス鋼管表面の圧縮応力がレーザ加

熱 2回よりも減少すると考えられる．  

図 9に，嵌合したステンレス鋼管について，端面からの

距離と軸方向の残留応力との関係を示す．図より，軸方向

の残留応力は，端面からの距離 5mm から 45mm までの範囲

ではほぼ一定の圧縮応力が生じており，レーザ加熱 1 回，

2 回，3 回において，それぞれ約-250MPa，約-215MPa，約

-92MPa の圧縮応力が生じていることがわかる．また，レ

ーザ加熱回数にともなって残留応力が小さくなっている

ことがわかる．このことは，円周方向の残留応力と同様の

結果であると考えられる．レーザ加熱 2回，3回において

端面からの距離 45mm のところでは，圧縮応力が大きくな

る．この部分は，図 5および図 6の収縮部の終わりの部分

であり，管の塑性変形量が急激に変化するために圧縮応力

が大きくなったと考えられる．ステンレス鋼管の表面には，

円周方向，軸方向ともに大きな圧縮の残留応力が生じてい

るが，嵌合していることから，ステンレス鋼管の内面には，

円周方向に大きな引張の残留応力が生じ，ステンレス鋼管

全体としては円周方向に引張の残留応力が生じていると

考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 ステンレス鋼管表面の円周方向の残留応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 ステンレス鋼管表面の軸方向の残留応力 

 

 3.4 引張試験 

図 10 に，レーザ加熱回数を変えて嵌合した試験片につ  

いて，標点間伸びと引張荷重との関係を示す．引張試験後

の嵌合した試験片を図 11 に示す．これらの図より，レー

ザ加熱 1回の試験片は，標点間が伸びるにしたがって，ス

テンレス鋼管が伸びて，引張荷重 23.2kN に達した後，嵌

合部が滑りながら最大引張荷重 27.4kN に達し，さらに嵌

合部が滑りながら引張荷重が小さくなり抜けた．レーザ加

熱 2回ならびに 3回の試験片は，標点間が伸びるにしたが

って，ステンレス鋼管が伸びて，最大引張荷重 81.5kN な

らびに 80.0kN に達した後，嵌合部が滑りながら引張荷重 
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図 10 標点間伸びと引張荷重との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 標点間伸びと引張荷重との関係 

 

が小さくなり抜けた． 

図 12 に，外径φ17.2mm，内径φ12.0mm のステンレス鋼

管ならびに外径φ12.0f7mm の機械構造用炭素鋼棒につい

て，標点間伸びと引張荷重との関係を示す．図中の管＋棒

は，引張荷重に対するステンレス鋼管の標点間伸びと炭素

鋼棒の標点間伸びを合算したものを標点間伸びとして整

理したものである．図より，ステンレス鋼管ならびに炭素

鋼棒は，標点間が伸びるにしたがって引張荷重が増し，最

大引張荷重 83.0kN ならびに 86.3kN に達した後，さらに標

点間が伸び，破断し，引張荷重が無くなった．レーザ加熱

2回で嵌合した試験片の最大引張荷重は，ステンレス鋼管

の最大引張荷重とほぼ同じである．レーザ加熱 2回で嵌合

した試験片の最大引張荷重時の標点間伸びは，管＋棒の最 

大引張荷重時の標点間伸びより，約 6mm 短いことがわかる． 

 

４．結言 

本研究では，レーザ加熱を利用した実用的な嵌合技術の開

発を目指して，ステンレス鋼管と機械構造用炭素鋼棒に

CO2 レーザを用いて加熱実験を行い，嵌合を試みた結果，以

下の結論を得た． 

(1) 嵌合強度は，レーザ加熱 2 回において，ステンレス鋼 

管の母材強度と同一の最大引張荷重 81.5kN になる． 

 

 

 

 

 

 

図 11 引張試験後の試験片 

 

(2) レーザ加熱したステンレス鋼管および炭素鋼棒の嵌

合部における金属組織には，変化がない． 

(3) レーザ加熱を2回したステンレス鋼管の嵌合部において，

外径塑性変形量が約-0.018mm，軸方向の塑性変形率が

約-0.05%となる． 

(4) レーザ加熱を2回したステンレス鋼管の嵌合部の表面に

おける残留応力は，円周方向には約 172MPa の圧縮応力，

軸方向には約 215MPa の圧縮応力である．レーザ加熱

回数にともなって残留応力が小さくなっている． 

(5) レーザ加熱すると，加熱されたステンレス鋼管の嵌合

部は，円周方向に大きく，軸方向に小さく収縮し，炭

素鋼棒に圧縮応力を発生させることで，嵌合強度を創

出する． 
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(b) 加熱 2回 抜け 

(c) 加熱 3回 抜け 
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